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河川管理支援システムの開発と導入検討

１．調査目的

近年の水害の多発を受け治水上の安全確保が強く求められる一方で、治水安全度を向上させる対策を

進めることとあわせて、既存の施設を適切に維持管理することにより、持続的な安全を確保することが

ますます重要になっている。 

 さらに、社会資本全体として既存ストックの老朽化が懸念される中で、各分野における老朽化対策が

社会的な強い関心事になっている。河川管理の分野においては、近年の厳しい財政状況も考慮して、河

川という自然公物の特質に即した効果的、効率的な維持管理・更新のための取り組みを発展させること

が必要となっている。 

 河川維持管理に当たっては、河川巡視、点検による状態把握、維持管理対策を長期間にわたり繰り返

し、それらの一連の作業の中で得られた知見を分析･評価して、河川維持管理計画あるいは実施内容に反

映していくというＰＤＣＡサイクルの体系を構築していくことが重要である。 

 また、河川の維持管理を着実に実施するためには、堤防や施設に関する情報を正しく把握することが

重要であり、巡視や点検結果等基礎データを含めた維持管理・更新のための必要な情報について継続的

な収集･蓄積とその活用のための仕組みづくりが必要である。 

 本件調査は、ＰＤＣＡ型サイクルの維持管理を可能とするため、河川管理で基本となる河川台帳、施

設台帳および現場から得られる各種情報について、情報共有を図り分析･評価が可能となるデータベース

を構築するものである。 

図－１ 河川維持管理データベース（ＲＭＤＩＳ）の目的 
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２．過去の経緯

「河川巡視支援システム」は平成２１年から下館河川事務所で検討され、平成２３年からは関東地方

整備局管内の河川事務所への導入に向け、関東技術事務所が引き継いで「河川管理支援システム」とし

て検討を始めたものである。この「河川管理支援システム」及び京浜河川事務所の「河川管理情報共有

化システム」をベースとし、両システムが有する機能を「河川維持管理データベースガイドライン

（Ver.2）」に沿うものとして拡充して、関東始め他地整でも導入できるよう構築・改良したものが「河

川維持管理データベース（ＲＭＤＩＳ）」（以下、「ＲＭＤＩＳ」という。）である。 

平成２３年度は下館河川事務所の河川巡視支援システムをベースに関東地整の標準システムとして

機能の追加、絞り込みを行った。また、各事務所システム環境や巡視・点検等の実態をアンケートによ

り包括的に把握するとともに、管内２事務所（２出張所）を対象にシステムの導入試験を実施し、実際

にシステムを試験運用してもらうことで、システムの適用性や現場のニーズを詳細に把握した。これら

の調査結果で得られた成果に基づき、標準的なシステムの基本機能、システムの改良、各事務所の実情

に合わせたカスタマイズ事項等の要件定義を明確にした。 

平成２４年度はＲＭＤＩＳの基本設計、詳細設計の運用検討を行った。また、関連データベースとの

連携・統合・移行検討を行った。また、ＲＭＤＩＳのベースとするため「河川管理支援システム」と京

浜河川事務所の「河川情報共有化システム」との統合共有化を実施し、インストール・導入試験を行い、

タブレットに関しては各地整で２事務所（２出張所）程度を対象に試行を行った。

平成２５年度は、Ｈ２４年度までにすでに構築されている機能を改良すると共に、ＲＭＤＩＳが支援

する機能である維持管理行為（河川カルテの記録、台帳管理など）及び日常業務（行政相談、事件・事

故）の機能を構築し、サーバ及びタブレット等へのセットアップを行った。 

平成２５年１２月からＲＭＤＩＳ Ver1.0βの試行運用を開始し、システムの不具合の洗い出し及び

修正を行い、平成２６年４月からＲＭＤＩＳ Ver1.0 の試行が開始された。Ｈ２６～２８年度にも改良

を行い、ＲＭＤＩＳ Ver2.2 が平成２９年２月から試行されているところである。 

図－２ ＲＭＤＩＳの経緯 
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図－３ ＲＭＤＩＳの全体構成 

図－４ ＲＭＤＩＳを構成しているシステムとデータの同期方法 
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図－５ システム構成（ソフトウェア等） 

３．調査概要

平成２８年度は、河川構造物管理支援の為の機能改良、点検結果評価要領への対応検討及び改良、及

び過年度業務や全国ＲＭＤＩＳ担当者会議等を通じて各地方整備局から寄せられた意見・要望に基づい

た機能改善を行い、Ver.2.2 として構築・運用を行った。河川構造物管理支援の為の機能改良について

は、平成２７年度に検討を行った内容をもとに、河川構造物の基本情報、点検結果、健全度評価・処置

判定、補修情報を一元管理できかつ効率的に情報収集・管理するための改良として、１．河川カルテ ２．

構造物台帳 ３．構造物点検 ４．維持管理対策 の４つのＲＭＤＩＳ機能を対象とし、改良を行った。

河川カルテの改良は、巡視・点検で得た「重要情報」を自動的にカルテ（基本カルテ）に取り込む等の

改良を行った。構造物台帳、構造物点検、維持管理対策 に関しては、点検・維持管理対策の実施状況

・実施履歴を容易に確認できるよう、構造物の変状記録等を構造物台帳に紐付くよう改良する等を行っ

た。 

上記結果を踏まえ、操作マニュアル・セットアップ手順書についても更新し、関東地整でのサーバへ

のセットアップ及び各地方整備局へのシステム配布を行った。 

また、サーバ更新等に伴い、次期ＲＭＤＩＳに対する導入計画の検討・作成、現在オフラインで実施

しているタブレット端末のオンライン化と外部サーバ（クラウドサービス）の利用を考慮したシステム

構成検討、及びサーバ・タブレットの運用方針検討を行った。システム構成検討にあたっては、オンラ

イン化による利便性の向上、セキュリティ、既存機能の利用実績の観点から、各機能のオンライン化有

無、機能の中でオンライン化を行う範囲の検討を行った。 
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４．調査結果

４．１． ＲＭＤＩＳ Ver.2.2 の改善点 

ＲＭＤＩＳ Ver.2.2 における主な改善機能は以下のとおりである。 

事務所ＤＢ 

タブレットアプリ
ダウンロードアップロードツール 

タブレットデータ確認・編集ツール
（旧 巡視日誌作成ツール）

Web システム 

共通機能 

・図面登録機能の追加

・点検記録、措置記録を個表様式の Excel で編集
できる機能を追加

・タブレットで撮影した写真の画像ファイルを一
括で取り出せる機能を追加

巡視・点検 

・最新の点検結果評価様式に対応した点検項目の
追加

・構造物の変状記録を構造物台帳に紐付けて記録
する改良

・点検結果評価様式（堤防、護岸・特殊堤本体、
鋼矢板護岸）の出力機能追加

・点検結果評価様式（樋門・樋管、水門・堰）の
出力機能追加

・構造物管理支援機能（施設カルテ画面、点検履
歴画面）を追加

・堤防点検記録及び構造物点検記録を一括登録す
る Excel 様式を作成。Web システムから出力及び
取込みを行う機能を追加。

基本カルテ 
（河川カル

テ） 

・「重要情報」にチェックした巡視・点検記録等
を自動的に取込み、基本カルテに反映する機能
を追加

・任意の位置、範囲での情報閲覧・帳票出力機能
を追加

４．２． ＲＭＤＩＳ Ver.2.1 の改善内容例 

ＲＭＤＩＳ Ver.2.2 で改善された機能のうちいくつかの事例を以下に示す。 

① 河川構造物管理支援（河川カルテに関する改良）

従来は、河川カルテに記録する情報は手作業で入力する必要があったが、情報（巡視、点検、維

持管理対策）の登録時に、ユーザーが「重要情報」に指定した情報は自動的にカルテに取り込むこ

ととした為、少ない作業負担でカルテの作成を行うことができるようになった。 

表－１ 事務所ＤＢの改善点・追加機能 

図－６ 河川カルテ（様式１基本カルテ）の改良イメージ 
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また、河川カルテの閲覧・出力について、改良前は既定の１ｋｍ間隔の図郭でのみ閲覧・出力を

行うようになっていたが、維持管理状況把握や資料作成等、場面に応じたデータの利用ができるよう

改良を行った。これにより、ユーザーは出力したい任意の地域、期間、情報項目を自由に指定し、カ

ルテとして閲覧できる。また、表示されている範囲で Excel 形式のファイルで出力出来る。

② 河川構造物管理支援（構造物台帳、構造物点検、維持管理対策に関する改良）

従来は、点検記録や構造物台帳、河川カルテ（様式３）等構造物に関する情報は、システムの中

で個別に管理されていた。地図上では同一構造物の変状記録が重なり合って表示されてしまう等、情

報の確認も困難な状況であった。そのため、構造物毎の変状記録は構造物台帳に紐付けを行い、構造

物に対する巡視（モニタリング）、維持管理対策の記録も、構造物毎に情報管理が行えるようにした。 

図－８ 改良前後の基本カルテメイン画面及びカルテ出力（Excel）様式 
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同一構造物に関する巡視・点検記録や構造物台帳は、「施設カルテ」として一画面にタブ表示形

式で表示される。これにより、情報をまとめて管理しやすくなった 

４．３． 時期ＲＭＤＩＳ検討

平成 31 年度からのサーバ等の更新を踏まえ、時期ＲＭＤＩＳを運用開始する予定となっており、下

記について検討を行った。 

① 導入計画の作成

運用開始に向け、時期ＲＭＤＩＳ検討、現行ＲＭＤＩＳ運用に関する作業項目・スケジュールを担

当者毎に整理・検討し、時期ＲＭＤＩＳ導入計画の作成を行った。作成した作業項目・スケジュール

については、全国担当者会議で共有を行った。 

② 次期ＲＭＤＩＳシステム構成検討

タブレット端末のオンライン化、外部サーバ（クラウドサービス）の利用を考慮した次期ＲＭＤＩ

Ｓのシステム構成を検討した。 

図－９ 施設カルテ（一覧画面、台帳画面、タブ操作イメージ） 

施設カルテ一覧画面 

施設カルテ（一覧画面） 

施設カルテ（台帳） 

タブで「台帳」、「点検総括」、「個別記録」へ遷移
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また、9 地方整備局等のシステムを集約する場合と 1 地方整備局（関東地方整備局）のみオンライ

ン化する場合の構成を比較検討し、運用負担・コスト面から、9 地方整備局等のシステムを全て集約

する構成を想定することとした。 

③ オンライン化時のセキュリティ対策の検討

セキュリティ対策の検討にあたっては、国土交通省セキュリティポリシーの規定内容との照らし合

わせを行った上で、対策内容の検討を行った。また、検討内容について総合政策局行政情報化推進課

へのヒアリングを行い、妥当性の確認を行った。 

④ 運用方針検討

外部サーバ運用を含むシステム監視体制、監視項目の検討を行い、通信経路上の構成要素と監視担

当者について整理を行った。また、現行ＲＭＤＩＳでは委託業者による点検・巡視については国側が

調達したタブレットを貸与し運用していたが、委託業者が自ら準備する案と比較検討を行った。 

⑤ 次期ＲＭＤＩＳ効果及び課題検討

これまでの検討内容を踏まえ、考慮すべき課題の抽出と対策の検討を行った。まず、オンライン化

運用開始時は、開始直前まで使用していたオフラインタブレット端末の取り扱いが課題となる。解決

策としてはＷｉＦｉルータを利用した端末の継続利用が考えられる。次に、検討しているタブレット

ＯＳが各地方整備局等の運用にそぐわない場合、別途特別な対応が必要となってしまうため、各地方

整備局等の規定等、ＯＳの採用方針を事前に確認する必要がある。これらの課題・対策についても、

全国ＲＭＤＩＳ担当者会議の議題として共有を行った。 

５．今後の計画

 ＲＭＤＩＳ Ver.2.2 は、平成２８年１１月に関東でセットアップを行い、各地方整備局へシステム配

布し運用を開始している。Ｈ２９年度は、ＲＭＤＩＳ機能の改善要望対応を行う予定である。また、オ

ンライン化に移行していくための設計検討を実施していく予定である。

ＲＭＤＩＳは平成２５年１２月の試行運用から４年が経過し、全国版の配布からは３年が経過する中

で、巡視・点検機能についてはデータの蓄積も進んできている。今後も、巡視・点検業務の一層の効率

化や蓄積情報の一元管理、利便性向上を目指し、膨大に蓄積された情報から河川管理者が必要とする情

報を的確に引出すことができ、引出した情報を河川維持管理に効率的に活用できるシステムを目指し、

引き続き検討・機能改良等を行っていく必要がある。 
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台帳をパッケージ化し配布する。
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• 行政相談、事件事故、河川現況台
帳、占用台帳はオンライン化しない

必要に応じて地方整備局で運用・
改良を実施する。

巡視、点検、維持管理対策、構造
物台帳、河川カルテはオンライン化
システムを利用
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• 河川巡視、点検、維持管理対策、
構造物台帳、河川カルテのみオン
ライン化

図－１０ 次期ＲＭＤＩＳシステム構成 




